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1.  平成22年2月期第1四半期の連結業績（平成21年3月1日～平成21年5月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年2月期第1四半期 11,214 ― △0 ― △35 ― △48 ―
21年2月期第1四半期 11,064 △1.6 73 57.2 38 134.3 10 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年2月期第1四半期 △7.32 ―
21年2月期第1四半期 1.55 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年2月期第1四半期 19,872 3,978 20.0 598.89
21年2月期 18,965 4,081 21.5 614.46

（参考） 自己資本   22年2月期第1四半期  3,978百万円 21年2月期  4,081百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年2月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
22年2月期 ―
22年2月期 

（予想）
0.00 ― 8.00 8.00

3.  平成22年2月期の連結業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

23,123 ― 147 ― 82 ― 23 ― 3.57

通期 45,626 1.1 431 10.1 318 18.3 141 △57.7 21.30



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は４ページ 〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は４ページ 〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本業績予想作成時点において入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断した予想で
あり、潜在的なリスクや不確実性が含まれているため、実際の成果や業績は記載の予想と異なる可能性があります。 
 なお、上記予想に関する事項は、４ページ〔定性的情報・財務諸表等〕３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧下さい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年2月期第1四半期 6,645,770株 21年2月期  6,645,770株
② 期末自己株式数 22年2月期第1四半期  2,569株 21年2月期  2,569株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年2月期第1四半期 6,643,201株 21年2月期第1四半期 6,645,431株



 当第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日～平成21年５月31日）におけるわが国経済は、企業収益の大幅な

悪化、雇用と所得環境の悪化などに伴い、個人消費の不振が続いております。加えて昨年秋以降から顕著となりま

した消費者の節約志向が一段と加速し３月以降も大変に厳しい状況のまま推移いたしました。こうした消費環境の

もとで競合各社間での価格競争・ポイントサービス競争が更に過熱されるなど、厳しい状況が続きました。 

 当社グループにおきましても急速な消費の悪化に対応すべく、低価格の打出し、ポイントサービスの強化を図り

売上高の確保を目指してまいりましたが、企業トータルといたしましては売上高及び客数は前年同四半期と比較し

幾分の増加となりましたが、既存店におきましては１点当りの単価や買上点数の落込みの影響により幾分の減少と

なりました。また特に４月の低温傾向により衣料品の伸び悩みも大きな要因となりました。 

 荒利益率につきましては、競合各社との価格競争激化に伴い、主に野菜部門、鶏卵、加工食品部門などが下落し

たこと、また衣料品部門において値下げロスが発生したことなどの影響により、トータルといたしましては前年同

四半期と比較し0.7％の下落となりました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、水道光熱費や地代家賃などの削減に努めてまいりましたが、競合店対策

強化などにより販売費が大幅な増加となったことなどにより、トータルといたしましては前年同四半期と比較し

１％の増加となりました。 

 この結果、当第１四半期の連結業績は、売上高11,214,908千円（前年同期比1.4％増）、経常損失は35,701千円

（前年同期は経常利益38,534千円）、当第１四半期純損失は48,648千円（前年同期は四半期純利益10,303千円）と

なりました。 

 なお、当第１四半期中の新設・閉鎖店舗はなく、４月に北24条店及び千歳錦町店を改装しております。 

 また５月に、当社連結子会社であるエル食品株式会社において、従来からの事業内容のうち、経営効率化を図る

目的で食品事業部を廃止しメディア事業部のみといたしました。  

 平成21年５月31日現在の店舗数は31店舗でありますが、平成21年６月19日、千歳市長都に衣料品単独店を新規出

店しております。 

    

(1）財政状態の分析  

① 資産  

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較し906,703千円増加し19,872,500

千円となりました。その主な要因は、流動資産において現金及び預金が384,367千円増加したこと、固定資産に

おいてリース資産が531,955千円増加したことなどによるものであります。   

② 負債  

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較し1,010,130千円増加し

15,893,934千円となりました。その主な要因は、流動負債において買掛金が558,782千円増加したこと、短期借

入金が494,997千円減少したこと、固定負債においてリース債務が343,348千円増加したことなどによるものであ

ります。   

③ 純資産 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較し103,426千円減少し3,978,566

千円となりました。その主な要因は四半期純損失が48,648千円となったこと、配当金の支払により66,432千円減

少したことなどによるものであります。 

  

(2）キャッシュ・フロー  

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ464,367千円増加し、1,342,823千円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は699,337千円となりました。これは主に仕入債務の増加559,186千円などによるも

のであります。   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は61,781千円となりました。これは主に定期預金の預入と払戻による純額が80,000

千円であったこと、有形固定資産の取得による支出が18,641千円であったことなどによるものであります。   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は296,751千円となりました。これは主に短期借入金の減少が494,997千円、長期借

入による収入が500,000千円であったこと、長期借入金の返済による支出が175,353千円、配当金の支払が66,431千

円あったことなどによるものであります。    

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



 当社グループを取り巻く経営環境は、急速な消費回復は当面望めないことから、今後も引続き厳しい状況が続く

もとの予想しております。 

 第１四半期業績につきましては、記載のとおり厳しい結果とはなりましたが、今後とも販売促進の強化、人的効

率のアップ、徹底したコストの削減を継続し、売上と利益の確保に努めてまいります。 

 なお、当社グループの連結業績予想につきましては、現時点において平成21年４月17日決算短信にて公表いたし

ました数値から変更はありません。今後、変更がある場合には適切に開示してまいります。  

   

 該当事項はありません。   

   

（簡便な会計処理）  

① 棚卸資産の評価方法  

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

③ 経過勘定科目の算定方法  

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。  

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合においては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 また、前連結会計年度末以降に経営環境等、または一時差異等の発生状況に著しい変化が認められる場合に

おいては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっております。  

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）  

税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。  

  

①「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用  

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっておりま

したが、当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 なお、この変更に伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



③「リース取引に関する会計基準」等の適用  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース契約日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、会

計基準適用初年度の前連結会計年度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価

額とし、期首に取得したものとしてリース資産に計上する会計処理を適用しております。この変更に伴う営業

損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。 

  

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,192,823 1,808,455

受取手形及び売掛金 376,034 252,073

商品及び製品 1,763,039 1,766,688

原材料及び貯蔵品 26,844 32,021

繰延税金資産 86,840 87,703

その他 411,681 485,934

貸倒引当金 △649 △514

流動資産合計 4,856,615 4,432,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,873,425 3,928,490

車両運搬具（純額） 492 525

土地 7,242,452 7,242,452

建設仮勘定 6,891 6,891

その他（純額） 60,375 64,780

リース資産（純額） 531,955 －

有形固定資産合計 11,715,592 11,243,140

無形固定資産   

ソフトウエア 5,303 5,874

電話加入権 18,228 18,228

無形固定資産合計 23,532 24,103

投資その他の資産   

投資有価証券 183,078 165,369

繰延税金資産 470,053 476,107

差入保証金 2,456,098 2,458,110

その他 167,529 166,601

投資その他の資産合計 3,276,759 3,266,189

固定資産合計 15,015,885 14,533,433

資産合計 19,872,500 18,965,796



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,964,892 3,406,110

短期借入金 4,224,802 4,719,800

1年内返済予定の長期借入金 791,463 701,412

未払法人税等 17,694 106,387

賞与引当金 219,228 139,278

その他 1,028,011 943,032

リース債務 197,413 －

流動負債合計 10,443,505 10,016,020

固定負債   

社債 600,000 600,000

長期借入金 2,996,795 2,762,199

退職給付引当金 800,620 785,362

役員退職慰労引当金 294,898 293,560

その他 414,766 426,661

リース債務 343,348 －

固定負債合計 5,450,428 4,867,782

負債合計 15,893,934 14,883,803

純資産の部   

株主資本   

資本金 641,808 641,808

資本剰余金 465,258 465,258

利益剰余金 2,882,820 2,997,901

自己株式 △1,043 △1,043

株主資本合計 3,988,843 4,103,924

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △10,277 △21,931

評価・換算差額等合計 △10,277 △21,931

純資産合計 3,978,566 4,081,992

負債純資産合計 19,872,500 18,965,796



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 11,214,908

売上原価 8,531,900

売上総利益 2,683,007

営業収入  

不動産賃貸収入 61,490

運送収入 211,811

営業収入 273,302

営業総利益 2,956,309

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 153,960

配送費 175,103

販売手数料 182,270

給料及び手当 512,030

賞与引当金繰入額 81,536

退職給付費用 30,455

役員退職慰労引当金繰入額 4,258

雑給 631,441

水道光熱費 186,061

減価償却費 135,351

地代家賃 264,944

その他 599,449

販売費及び一般管理費合計 2,956,861

営業損失（△） △551

営業外収益  

受取利息 3,427

受取配当金 1,816

債務勘定整理益 404

雑収入 8,874

営業外収益合計 14,522

営業外費用  

支払利息 49,117

雑損失 555

営業外費用合計 49,673

経常損失（△） △35,701

特別利益  

固定資産売却益 220

特別利益合計 220

特別損失  

固定資産除却損 2,040

特別損失合計 2,040

税金等調整前四半期純損失（△） △37,521

法人税等合計 11,126

四半期純損失（△） △48,648



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △37,521

減価償却費 135,351

長期前払費用償却額 1,951

貸倒引当金の増減額（△は減少） 135

賞与引当金の増減額（△は減少） 79,950

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,257

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,338

受取利息及び受取配当金 △5,243

その他の営業外損益（△は益） △8,723

支払利息 49,117

固定資産売却損益（△は益） △220

固定資産除却損 2,040

売上債権の増減額（△は増加） △123,960

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,826

仕入債務の増減額（△は減少） 559,186

未払消費税等の増減額（△は減少） 24,582

預り保証金の増減額（△は減少） △1,794

その他 127,649

小計 827,921

利息及び配当金の受取額 4,101

その他の収入 8,874

利息の支払額 △49,571

その他の支出 △555

法人税等の支払額 △91,433

営業活動によるキャッシュ・フロー 699,337

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △190,000

定期預金の払戻による収入 270,000

有形固定資産の取得による支出 △18,641

有形固定資産の売却による収入 220

差入保証金の差入による支出 △15,655

差入保証金の回収による収入 18,737

その他 △2,879

投資活動によるキャッシュ・フロー 61,781

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △494,997

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △175,353

リース債務の返済による支出 △59,969

配当金の支払額 △66,431

財務活動によるキャッシュ・フロー △296,751

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 464,367

現金及び現金同等物の期首残高 878,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,342,823



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 なお、当第１四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７

条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）  

 当社及び連結子会社は生鮮食料品を中心に一般食料品及びファミリー衣料品を販売の主体とするスーパーマー

ケット事業を主要事業として営んでおります。 

 これらスーパーマーケット事業部門の売上高、営業損益及び資産の金額は全セグメントの売上高の合計、営業

損益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超でありますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないので、該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日） 

 海外売上高がないので、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



「参考資料」  

前四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第１四半期連結累計期間（平成20年３月１日～５月31日） 

  

  

科目 

前年同四半期 
（平成21年２月期 
第１四半期） 

金額（千円） 

Ⅰ 売上高  11,064,231

Ⅱ 売上原価  8,341,105

売上総利益  2,723,126

Ⅲ 営業収入  275,751

営業総利益  2,998,878

Ⅳ 販売費及び一般管理費  2,925,467

営業利益  73,411

Ⅴ 営業外収益  15,146

Ⅵ 営業外費用  50,023

経常利益  38,534

Ⅶ 特別損失  4,528

税金等調整前四半期純利益  34,006

税金費用  23,702

四半期純利益  10,303



前第１四半期連結累計期間（平成20年３月１日～５月31日） 

  

（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  
前年同四半期 

（平成21年２月期 
第１四半期） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前第１四半期純利益   34,006

減価償却費   70,667

長期前払費用償却費等   2,957

減損損失   3,920

賞与引当金の増減額（減少：△）   132,002

退職給付引当金の増減額（減少：△）   220

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  4,518

受取利息及び受取配当金   △5,500

その他の営業外収益  △9,645

支払利息  49,436

その他の営業外費用  586

固定資産除却損  607

売上債権の増減額（増加：△）  △61,221

たな卸資産の増減額（増加：△）  △97,571

仕入債務の増減額（減少：△）  906,473

未払消費税等の増減額（減少：△）  17,239

預り保証金の増減額（減少：△）  △9,352

その他  251,137

小計  1,290,480

利息及び配当金の受取額   3,990

その他営業外収益の受取額  8,129

利息の支払額  △42,456

その他営業外費用の支払額  △586

法人税等の支払額  △48,775

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,210,781



  

  
前年同四半期 

（平成21年２月期 
第１四半期） 

区分 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出  △420,000

定期預金の払戻による収入  420,000

有形固定資産の取得による支出  △193,555

投資有価証券の取得による支出  △300

差入保証金の増加による支出  △8,651

差入保証金の減少による収入  23,510

その他  △3,755

投資活動によるキャッシュ・フロー  △182,752

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（減少：△）  △222,896

長期借入金の返済による支出  △309,377

自己株式の取得による支出  △319

配当金の支払額  △66,448

財務活動によるキャッシュ・フロー  △599,041

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額    －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  428,986

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  729,055

Ⅶ 現金及び現金同等物の第１四半期末残高  1,158,042



生産、受注及び販売の状況  

(1）販売実績 

 当第１四半期連結累計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．主な商品別の販売実績は次のとおりであります。 

  

６．その他の情報

事業部門名 
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業部門（千円）  11,135,592 － 

その他の事業部門（千円）  79,315 － 

合計（千円）  11,214,908 － 

商品別 販売実績（千円） 構成比（％） 

スーパーマーケット事業部門     

食料品     

青果  1,381,443  12.3

精肉  1,039,701  9.3

鮮魚  992,566  8.9

惣菜  687,514  6.1

日配品  1,663,666  14.8

グロサリー  2,930,175  26.1

菓子  557,819  5.0

食料品その他  74,296  0.7

計  9,327,182  83.2

衣料品     

婦人  326,673  2.9

紳士  106,109  1.0

子供  144,888  1.3

服飾寝具  294,632  2.6

肌着靴下  315,983  2.8

計  1,188,287  10.6

住居品     

日用品  201,502  1.8

家庭雑貨  110,583  1.0

住居品その他  110,551  1.0

計  422,637  3.8



 （注） テナント売上は歩合制家賃のテナントに係るものであります。 

  

(2）仕入実績 

 当第１四半期連結累計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．主な商品別の仕入実績は次のとおりであります。 

  

商品別 販売実績（千円） 構成比（％） 

テナント売上  197,485  1.7

小計  11,135,592  99.3

その他の事業部門  79,315  0.7

合計  11,214,908  100.0

事業部門名 
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業部門（千円）  8,511,475 － 

その他の事業部門（千円）  34,375 － 

合計（千円）  8,545,850 － 

商品別 仕入実績（千円） 構成比（％） 

スーパーマーケット事業部門     

食料品     

青果  1,090,996  12.8

精肉  715,783  8.4

鮮魚  730,129  8.5

惣菜  376,384  4.4

日配品  1,195,551  14.0

グロサリー  2,534,698  29.6

菓子  403,208  4.7

食料品その他  67,413  0.8

計  7,114,166  83.2

衣料品     

婦人  242,664  2.8

紳士  76,275  0.9

子供  113,065  1.3

服飾寝具  221,392  2.6

肌着靴下  226,458  2.7

計  879,856  10.3



 （注） テナント仕入は歩合制家賃のテナントに係るものであります。 

  

  

商品別 仕入実績（千円） 構成比（％） 

住居品     

日用品  167,926  2.0

家庭雑貨  82,722  1.0

住居品その他  88,706  1.0

計  339,355  4.0

テナント仕入  178,096  2.1

小計  8,511,475  99.6

その他の事業部門  34,375  0.4

合計  8,545,850  100.0


	北雄ラッキー株式会社（2747）平成22年２月期第１四半期決算短信: 北雄ラッキー株式会社（2747）平成22年２月期第１四半期決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -
	- 9 -: - 9 -
	- 10 -: - 10 -
	- 11 -: - 11 -
	- 12 -: - 12 -
	- 13 -: - 13 -
	- 14 -: - 14 -
	- 15 -: - 15 -
	- 16 -: - 16 -


